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はじめに 

 

多摩市では、平成１４年に職員を経営上の一資源としての「人材」ではなく、より価値ある財産へと

育成していくための「人財」と捉えた「多摩市人財育成基本方針」を策定し、総合的な人財育成に努

めてまいりました。 

策定から１０年以上が経過し、この間に社会環境はめまぐるしく変化しています。世界規模での経

済情勢の変化による市民生活への影響や、温室効果ガスの排出削減といった地球規模での環境問

題への取り組み、情報技術の急速な進展など、社会・経済におけるグローバル化は地方行政に様々

な影響を与えており、少子高齢化の進行と人口減少社会の到来という困難な課題にも直面していま

す。一方、地方行政の状況に目を向けると、義務付け・枠付けの見直しや条例制定権の拡大など、

地方自治体への権限委譲、地方分権改革が大きく前進しました。  

多摩市政においては、第五次多摩市総合計画を策定し、将来都市像「みんなが笑顔 いのちにぎ

わうまち 多摩」の実現に向けた取り組みを進めています。多摩ニュータウン再生、都市基盤老朽化

への対応、公共施設の総量削減、急激な高齢化への対応など、多摩市という地域における様々な

行政課題に対する取り組みを進めていかなければなりません。このような状況に対応するため、多摩

市職員は、多摩市政の担い手として、様々な行政課題を的確に把握し、これらを解決するための政

策を主体的に形成するとともに、それらの政策を市民や民間・大学等の様々な関係者と協働、協力

しながら実行していくことが必要となっています。こうした状況下で多摩市職員として求められる役割

や能力を明らかにすると同時に、より強い組織を形成し、市民サービスの向上を図っていくための職

場のあり方を明確にして、これを実現することを目的として、多摩市人財育成基本方針の改定を行う

ものです。 

この新たな多摩市人財育成基本方針に基づき、任用、配置、育成、評価、給与、厚生といった人

事施策を総合的に構築し、実施することで、様々な行政課題を解決できる人財を育成し、市民の皆

様に信頼される自律した職員と職場の実現を図っていきます。 

 

 

平成２８年２月 

多 摩 市 長 

多 摩 市 議 会 議 長 

多 摩 市 教 育 委 員 会 

多 摩 市 代 表 監 査 委 員 

多 摩 市 選 挙 管 理 委 員 会 



3 

 

  

第
１
章 

策定の趣旨と基本方針の

位置付け 

 



4 

 

１ 第五次総合計画の実現に向けて 

多摩市は昭和４６年の市制施行と同時期に多摩ニュータウンの第１次入居が開始され、多摩ニュータ

ウンの開発にあわせ、道路、公園、下水道、橋りょうなどの都市基盤整備や、新たな地域コミュニティを

形成するための施策を実施するなどの取り組みにより、発展の道を歩んできました。 

まちの成熟期を迎えるなか、平成１６年に、多摩市のまちづくりを進めていくための最も基本的な考え

方と、それを実現するための具体的な取り組み・方法を定めた市の最高規範として多摩市自治基本条

例を制定し、市民参画・協働によるまちづくりを推進してきました。また、平成２３年には市民ワークショッ

プ、公募市民委員も含めた審議会の設置など、様々な市民参画の手法により市民の声を取り入れなが

ら、第五次多摩市総合計画を策定し、将来都市像の実現を目指しています。これまでの市政の歩みと

まちづくりの経過を踏まえながらも柔軟な発想を持ち、様々な行政課題に果敢に挑戦し、達成する職員

を育成することで、将来都市像の実現を図っていきます。 

 

２ 「人財」の位置付け 

新たな時代の変化に対応するためには、「組織の財

産」として、個人の力を、組織全体の力に変えていく必

要があります。これは、一人ひとりの職員が自己の財産

としての価値を理解し、日々自らの能力を高めるととも

に、その能カを継続的に発揮して組織に貢献をすること

で可能となるものです。 

同時に、職員は「市民の財産」でありたいと考えます。

そのためには、市民協働のもとに市民との信頼関係を築

き、地方分権時代の自治の実現による市民福祉の向上を達成しなければなりません。 

こうしたことを踏まえ、多摩市人財育成基本方針においては、職員を経営上の一資源として捉えるの

ではなく、「組織の財産」であり「市民の財産」となりうる財産として捉え、“「人材」から「人財」へ”を基本

的な考え方とし、「市民の財産」としての「人財」の育成に努めていきます。 

 

３ これまでの人財育成 

これまで多摩市では、平成１４年に策定した多摩市人財育成基本方針に基づき、目指すべき人財像

「高い目標に挑戦し、実現・達成できる職員」を育成していくため、職員の人財育成の観点に立った人事

管理、職場風土「知恵を出し合い、向上し合う職場」の醸成など、総合的な人財育成に努めてきました。 

具体的には、職員の能力・意欲の向上を図るため、人財育成基本方針に規定する「職員に求められ

る行動と能力」に対応した研修計画の策定及び実施による能力向上、民間企業への派遣研修の実施

による経営感覚を持った職員の育成、新規採用職員を１０年で３箇所に配置するジョブローテーションに

よる職員の適性把握と人財育成、業績表彰の実施による士気の高揚などに取り組んできました。また、

平成２５年からは目標管理を含めた人事評価制度を一般職についても導入し、毎年度実施状況を検証

し、評価基準の変更、組織目標との連携強化と職場全体で目標達成していく環境醸成のための人事評

            人 財 

            人 材 



5 

 

価目標の共有など、組織マネジメントの向上と人財育成を推進してきました。 

このような、これまでの取り組みの実績や成果を踏まえたうえで、新たな多摩市人財育成基本方針に

基づき、総合的な人事管理と人財育成に努めていきます。 

 

４ 職員構成の状況 

職員の年齢構成については、多摩ニュータウン開発などまちの発展にあわせて採用した職員がいわゆ

る団塊の世代として職員構成の多くを占めています。この世代が 50 歳代となり、退職期を迎えているこ

とから、現在の多摩市は急速な世代交代期にあります。特に管理職については、５割の職員が 55 歳以

上のため、今後 5年間で急激な世代交代が行われることとなります。 

 

５ 地方公務員法の改正 

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成26年法律第34号。以下「地

方公務員法」という。）が平成 26 年 5 月 14 日に公布され、平成 28 年 4 月 1 日に施行されます。改

正後の地方公務員法においては、人事評価の導入や能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図るこ

とがその要旨となっています。また、人事評価結果の任用・給与等への活用や標準的な職及び標準職

務遂行能力を任命権者が定めるなどの対応が必要になるものです。このような状況を踏まえ、地方公

務員法に規定する「標準的な職」及び「標準職務遂行能力」を多摩市人財育成基本方針に規定するこ

とで、総合的な人事管理と人財育成を行っていきます。 

  

（人） 
44歳以

下, 8
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45-49

歳, 16

人, 21%

50-54

歳, 14
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６ 多摩市人財育成基本方針の位置付け 

多摩市人財育成基本方針は、これを多摩市の人事行政の「最高規範」として位置付けることで、今後

の人事行政が向かうべき方向性を指し示すものです。つまり、今後の職員と人事行政が進むべき方向

性を示す羅針盤として、役割を果たすものです。 

 

 

 

 

 

  

多摩市人財育成基本方針 

多摩市定員適正化計画、多摩市安全衛生管理計画、

多摩市次世代育成支援特定事業主行動計画、多摩

市職員研修計画及び人事マネジメント 

・・・・・ 

・・・・ 
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１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グローバル化の進展が地方行政に様々な影響を与えるとともに、人口減少社会の到来と高齢化

など困難な課題を抱える社会環境のなかで、将来都市像と目指すまちの姿を実現していくために

は、限られた重要な経営資源であり、かつ組織の原動力である人財について、その育成を推進し、

価値拡大を図っていくことが重要です。そして、職員一人ひとりが、現状に満足することなく、自らの

目標を掲げ、熱い想いをもって、多様な価値観を持った関係者や仲間と協働・協力し成果を出す、

このような姿勢で、広い視野を持ち、日々の行動を積み重ね、第五次総合計画を推進していかな

ければなりません。 

また、職員は個人で業務遂行しているのではなく、係、課、部、そして多摩市という組織全体とし

て、それぞれの目標に向かった業務遂行をしています。そこで、職員個人の能力を引き出すだけで

はなく、職場として、職員一人ひとりの有機的な連携を図り、相乗効果を発揮させていくことで強い

組織としていくことが重要になります。そのためには、目標達成に向けて職員が一丸となって取り組

むことができる職場であることが必要です。そのような職場であることで職員は成長し、より価値のあ

る人財となって高い成果を生み出し、その高い成果は、より良い職場環境を醸成します。そして、よ

り良い職場があってこそ、更に多くの人財を輩出していくものです。このような好循環を創出すること

で、「人財による職場の創造・職場による人財の輩出」が実現する多摩市を目指していきます。 

 

  

高い目標を掲げ、ともに語り合い、 

行動し、達成する職員 

目指すべき人財像 

一人ひとりがやりがいを持って、 

チーム多摩市として働く職場 

目指すべき職場像 

人財による職場の創造・職場による人財の輩出 
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２ 多摩市人財育成基本方針概念図 

  

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
パ
ワ
ー

目標達成の役割

組織力向上の役割

合意形成の役割

危機管理の役割

パ
ー
ソ
ナ
ル
パ
ワ
ー

経営感覚

市民感覚

職業感覚

チ
ー
ム
ワ
ー
ク

チーム目標を理解し合っている

一人ひとりが役割を認識し、
自ら考え行動している

支え合い・助け合う体制
ができている

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

チャレンジする風土がある

学び合い育ち合う風土がある

風通しの良い風土がある

多 摩 市 人 財 育 成 基 本 方 針 の 概 念 図

「高い目標を掲げ、ともに語り合い、
行動し、達成する職員」

「一人ひとりがやりがいをもって、
チーム多摩市として働く職場」

目指すべき人財像（第３章） 目指すべき職場像（第４章）

第五次多摩市総合計画

人財による職場の創造・職場による人財の輩出（第２章）

人
財
が
職
場
を
創
造
し
、

職
場
が
人
財
を
輩
出
す
る

人財像・職場像を実現するため、職員に必
要な行動能力・態度を標準職務遂行能力と
して規定

行動・能力の発揮による目指すべき人財像・
職場像の具現化

標準職務遂行能力（第５章）

人財像・職場像の実現のため必要な行動発揮
をした職員を評価し、評価結果を任用・給与など
の人事施策に連携

人財育成基本方針の理念実現に向けた
一貫性のある総合的な人事施策の実施

任
用

総 合 的 人 事 施 策 （ 第 ６ 章 ）

評
価

配
置

育
成

給
与

厚
生
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１ 目指すべき人財像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高い目標 

「高い目標」とは、現状に満足することなく、あるべき姿を創造し、あるべき姿に向け

て前進していく目標を立てる姿を表しています。 

掲げ 

「掲げ」とは、高い目標を周囲に示し、達成へ向けた意志表示をする姿を表しています。 

ともに 

「ともに」とは、「語り合い」、「行動し」、「達成する」の３つに係る言葉です。市民をは

じめとする関係者との協働、あるいは職員同士が協力する姿を表しています。 

語り合い、行動し 

「語り合い、行動し」とは、仕事に対する“熱い想い”を持って議論し、行動する姿を表し

ています。 

達成する 

「達成する」とは、結果・成果を出している姿を表しています。 

「高い目標を掲げ、ともに語り合い、 

行動し、達成する職員」 
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２ パーソナルパワーとマネジメントパワー 

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために、誠実かつ公正に職務を遂行しなければなりませ

ん。 

このような職員として、市民の信頼に応えていくために、国際情勢にもアンテナを張り、多様な価値観

に対して広い視野と正しい意識や感覚を持つと同時に、組織目標を達成していくための様々な役割を

果たしていく必要があります。 

 

 パーソナルパワー 

職員は、経営資源を効率的かつ効果的に活用し、目標を達成していく「経営感覚」、全体の奉仕

者として、市民の立場に立って職務遂行する「市民感覚」、多摩市行政を担うプロフェッショナルとし

て、高い倫理観と責任感を持って職務遂行する「職業感覚」の３つの

センスが必要です。この「経営感覚」、「市民感覚」、「職業感覚」の３

つのセンスが“パーソナルパワー”です。 

 マネジメントパワー 

職員は、中長期的な視野を持って計画的に職務遂行していく「目標

達成の役割」、自ら主体的に考え学び行動し、育成の視点を持って上司・同僚・部下と支え合う職

場環境を構築していく「組織力向上の役割」、市民をはじめとする様々な関係者の思いや意見を理

解し、適切なコミュニケーションを行っていく「合意形成の役割」、リスクへの対策を予め行うことで危

機を未然に防ぐ「危機管理の役割」の４つの役割を果たさなければなりません。「目標達成」、「組織

力向上」、「合意形成」、「危機管理」の４つの役割が“マネジメントパワー”です。 

 

 

 

 

 

 

  

 人財像「高い目標を掲げ、ともに語り合い、行動し、達成する職員」 

目標達成の役割 

組織力向上の役割 

合意形成の役割 

危機管理の役割 

経営感覚 

市民感覚 

職業感覚 

パ
ー
ソ
ナ
ル
パ
ワ
ー 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
パ
ワ
ー 



13 

 

(1) パーソナルパワー 

パーソナルパワーを持った職員とは、「経営感覚」、「市民感覚」、「職業感覚」という３つの感覚

を併せ持ったうえで、業務に取り組んでいる職員をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目的が何であるかを常に考え、理解し、達成してい

く意識 
目的意識 

任命権者を支え、組織の一員として力を尽くす意

識 
組織貢献意識 

時間がコストであることを認識し、最少の経費で最

大の効果を得るための業務遂行をしていく意識 
コスト意識 

 

人を大切にし、多様性を認め合う人権尊重の視

点に立って、職務遂行する意識 
人権意識 

市民が主権者であることを認識し、市民とともに市

民全体の利益のために協働していく意識 

 

協働意識 

おもてなしの心を持ち、市民の立場に立って親切・

丁寧な姿勢で業務に取り組む意識 
ホスピタリティ 

 

公務員としての自覚を持って、真摯に職務に取り

組み、社会規範や職場規律を遵守する意識 
倫理・服務 

使命感を持って、進んで職務に取り組み、最後ま

でやり遂げる意識 
責任感 

困難や経験のないことにも果敢にチャレンジし、取

り組んでいく意識 
チャレンジ精神 

 

パ
ー
ソ
ナ
ル
パ
ワ
ー 

経
営
感
覚 

職
業
感
覚 

 

市
民
感
覚 
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(2) マネジメントパワー 

マネジメントパワーを持った職員とは、「目標達成の役割」、「組織力向上の役割」、「合意形成

の役割」、「危機管理の役割」という４つの役割を果たしている職員をいいます。 

 

 役割に関する４つの視点 

職員は目標達成という大きな役割を果たさなければなりません。この役割が、職員が果たすべ

き最も重要なものとして中心に据えられるべきものであり、その他の、組織力向上、合意形成、危

機管理といった役割は目標達成するという目的のために必要となる役割です。 

 

 

 

 

  

目標達成 

合意 

形成 

組織力 

向上 

危機 

管理 

目標達成の役割 

中長期的な視野を持ち、スケジュール管理を適切に行い

ながら、効率的に業務を進め、目標を達成する。 

組織力向上の役割 

自ら主体的に学び、

上位職を補佐し、支

援しあいながら人財

を育成する。 

合意形成の役割 

関係者を把握するとともに、

関係者の思いや意見を理解

し、適切なコミュニケーション

を行う。 

危機管理の役割 

リスクへの対策を予め行うことで

危機を未然に防ぐ。危機発生時

は、能動的に対応を行う。 
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 目標達成の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職務 役割 

部長  明確なビジョンを構築したうえで、経営視点から政策の実現に向けた目標を設定し、

施策の方向性を示す 

 経営者の一員として意思決定を行う 

 組織目標を達成する 

課長  中長期的な視野を持ち、経営視点から、施策の実現や課題の解決に向けた目標を

設定し、事業の方向性を示す 

 対外的・全庁的な視野から意思決定を行う 

 組織目標を達成する 

係長  組織目標の達成のため、組織視点を持ち、係員と一体となって、業務遂行･課題解

決を行う 

 対外的・全庁的な視野から調整を行い、意思決定につなげる 

 目標達成と課題解決に向けた計画作成を行い、その進行管理及び評価を行う 

主任  組織目標の達成のため、企画立案し、業務を適切に遂行する 

 業務の課題を発見・解決する 

主事  組織目標の達成のため、企画立案し、周囲の指導・助言を踏まえ、主体的に業務を

遂行する 

 業務の課題を発見し、解決に向けた取り組みを行う 

職員は、中長期的な視野を持ち、スケジュール管理を適切に行いながら、効率的に業務

を進め、業務改善や課題解決に積極的に取り組むことで目標を達成する 

基本的な姿勢 基本的な姿勢 
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 組織力向上の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職務 役割 

部長  経営資源を最大限活用して部を統率する 

 任命権者を支え、組織の士気を高め、組織力を最大限まで引き出す 

課長  経営資源を最大限活用して課を統率する 

 部長を補佐し、係長を育成するとともに、係長と一体になって、主任・主事を育成す

る 

 職員の意欲を高め、職員が力を発揮できる職場環境を実現する 

係長  係の目的意識を高め、係を統率する 

 課長を補佐するとともに、成長に配慮した職務の機会を与えて、主任・主事を育成

する 

主任  他の職員と情報共有や意見交換を行い、協調して、職場運営に貢献する 

 係長を補佐するとともに、自ら学び、経験や知識を活かして、後輩・同僚職員に対

する助言や指導を行う 

主事  他の職員と情報共有や意見交換を行い、協調して、職場運営に貢献する 

 自ら進んで知識や技術を身につけ、主体的に考えて行動する 

 新入職員などに対して、助言や指導を行う 

職員は、どの職務であっても職員を育てる視点を持ち、上司・同僚・部下と情報共有・助

言・指導を行うことで、支え合う職場環境構築を目指す 

基本的な姿勢 
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 合意形成の役割 

 

 

 

 

 

 

 

  

職務 役割 

部長  市民をはじめとする関係者の立場や意見に配慮しながら、目指すべき方向性に向け

た合意形成を行う 

課長  市民をはじめとする関係者の立場や意見に配慮しながら、関係者を網羅できている

かを把握したうえで、合意形成を行う 

係長  市民をはじめとする関係者の立場や意見に配慮しながら、関係者について集めた情

報を取りまとめ、協議・調整を行う 

主任  市民をはじめとする関係者の立場や意見を的確に把握して、情報収集・事前調整を

行う 

主事  市民をはじめとする関係者の立場や意見を的確に把握して、周囲の指導・助言を踏

まえ、主体的に情報収集・事前調整を行う 

職員は、関係者を把握するとともに、関係者の思いや意見、多様な価値観を理解し、適

切なコミュニケーションを行う 

基本的な姿勢 
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 危機管理の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職務 役割 

部長  リスク管理に責任を持ち、特に重要事案については直接関与する 

 危機発生時は、迅速な意思決定を行う 

課長  課のリスク管理体制を検証し、危機の発生を未然に防ぐ 

 危機発生時は、迅速に対応策の検討・調整を行う 

係長  係員とともに業務のリスク管理体制を構築し、危機の発生を未然に防ぐ 

 危機発生時は、課長と一体となって対応し、係員に対して迅速な指示をする 

主任  業務のリスクを事前に発見して、対応策を講じる 

 危機発生時は、他の職員と協力して、迅速な対応や伝達を行う 

主事  業務のリスクを事前に発見して、周囲の指導・助言を踏まえ、主体的に対応策を講じ

る 

 危機発生時は、他の職員と協力して、迅速な対応や伝達を行う 

職員は、リスク管理能力を高めリスクへの対策を予め行うことで危機の発生を未然に防ぐ

とともに、危機発生時は、各職員が役割に基づき能動的に対応を行う 

基本的な姿勢 
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第
４
章 

目指すべき職場像 
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１ 目指すべき職場像 

 

 

 

 

 

 

市民ニーズ・行政課題の多様化や各種制度の複雑化などにより、職員の業務量は増加するとともに、

仕事の内容も複雑化してきています。このような状況に対しては、職員個人の能力発揮のみでは、目標

達成することは困難であり、職場全体で一体となって業務遂行していかなければなりません。そのために

は、ワーク・ライフ・バランスを基礎とし、職場全体が１つのチームとしての体制をつくること、また、職員一

人ひとりがともに協力し、互いを高めあいながらモチベーションを向上させ、やりがいを持てる職場にして

いかなければなりません。このような職場を「一人ひとりがやりがいを持って、チーム多摩市として働く職

場」として、その実現を目指していきます。 

 

 

「一人ひとりがやりがいを持って、 

チーム多摩市として働く職場」 

 

チーム目標を 

理解し合っている 

一人ひとりが役割を認識し、

自ら考え行動している 

支え合い・助け合う体制 

ができている 

チャレンジする 

風土がある 

学び合い育ち合う 

風土がある 

風通しの良い 

風土がある 

チームワーク 

ワーク・ライフ・バランス 

モチベーション 
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２ チームワークとモチベーション 

 チームワーク 

チーム多摩市として働く職場の体制を築くためには、３つのことが必要です。それは、①チームが成

し遂げなければならない目標をチームメンバーが理解し合い、向かうべき方向性を一致させること、

②目標達成に向けて、チームメンバーが役割や職務を認識し、自ら考え、能動的に行動することに

より、チームが機能すること、そして最後に③チームメンバー同士が支え合い、助け合って目標を達

成していることの３つです。このような目標に向かってチームメンバーが一丸となって職務遂行してい

く“チーム多摩市”を実現していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 モチベーション 

チームを形成し維持するためには、チームメンバーのモチベーションが高い状況を創出し、これを

維持していかなければなりません。そのためには、①多摩市の将来のためにチームメンバーが新たな

ことに挑戦することへの理解、協力と評価があることで、目標に向かってチャレンジしていくことができ

ること、②チームメンバー同士が互いに学び合い、ともに成長し、それを実感できること、そして、③活

発にコミュニケーションをとることで、思ったことを言い合えるチームメンバー間の信頼関係があること

が必要です。 

このようにチームメンバーが互いに協力し合うと同時に、切磋琢磨していくことで、「職員一人ひとり

がやりがいを持っている」職場環境を実現していきます。 

 

 

  

チームワーク 

支え合い・助け合う体制 

ができている 

一人ひとりが役割を認識し、 

自ら考え行動している 

チーム目標を 

理解し合っている 

モチベーション 
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(1) チームワーク 

① チーム目標を理解し合っている職場 

職員は、総合計画や個別計画等に基づき、それぞれの事業目標や部、課、係の目標を設定

し、それらに向かって仕事をしています。このような計画や組織としての目標に掲げられているもの

や、また、掲げられていない業務も含め、それぞれにおいて達成すべきものが「チーム目標」です。

このチーム目標をチームメンバー一人ひとりが理解し合っている職場とならなければなりません。 

チーム目標の理解・共有を行ううえで大切なことは、チームのために目標があるのではなく、チ

ーム目標を達成するためにチームが存在しているということです。実現すべき目標を掲げ、それに

向かってチームでどう取り組んで行くか考えていくことが大切です。 

「チーム目標は何か」を一人ひとりが共有し理解する

ことで、チーム目標に対する個人の役割が明確になりま

す。そして、このような状態となることで、現状の問題や

将来の課題も明確になり、これに対応するための目標

を立て、早期に対応できるようになります。そして、組織

としての力が発揮しやすくなり、効率よく大きな効果を得

ることを期待できるようになります。 

 

② 一人ひとりが役割を認識し、自ら考え行動している職場 

チーム目標を達成するためには、チームメンバー一人ひと

りが自己の役割を正しく認識しなければなりません。チームメ

ンバーの役割には、「職務による役割」と「担当する業務の役

割」の２つの役割があります。「職務による役割」とは、部長・

課長・係長・主任・主事といった職務により行うべき行動のこ

とで、係長であれば業務の進行管理、主任であれば後輩職

員の育成などが「職務による役割」になります。チーム目標を

理解したうえで、自らの「職務による役割」と「担当する業務の役割」を認識し、チームメンバーの

役割が互いに少しずつ重なるようにすることで、チームとして仕事全体をカバーできる体制になっ

ていることが重要です。 

「Team Up! チームになろう」は、目指すべき職場像

を実現するためのスローガンです。 
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また、チームメンバーが役割分担を認識したうえで、実際に仕事を進める際には、自ら考えて行

動しなければなりません。メンバーは、単に既存の手法を踏襲するのでなく、目的や目標、根拠を

踏まえ、業務改善や新規手法の採用を検討しながら、メンバー同士が機能的に連携し、仕事を進

めていくことで、目標達成に向けた業務遂行をしていく職場を目指します。 

 

 

③ 支え合い・助け合う体制ができている職場 

チームが目標を達成するためには、チームメンバーが互いに支え   

合い、助け合う体制が必要です。 

目標や役割分担が明確になり、一人ひとりが自ら考え行動していて

も、状況変化や予期せぬ出来事により、チームやメンバーのパフォー

マンスが落ちることや、行き詰ってしまうこと、緊急の対応が必要となる

ことなど、様々な状況が発生します。そうしたときに、メンバー同士が

互いにフォローし合うこと、リーダーが適切なマネジメントを行うこと、メ

ンバーからリーダーへのサポートが行われることなどが必要です。また、普段からの報告、連絡、相談

はもちろんのこと、必要に応じて、問題を抱えているメンバーは自ら、リーダーや他のメンバーなどの周

囲に助けを求めていくことも、チームで仕事をしていくうえでは必要になってくることのひとつです。 

メンバー一人ひとりには個性があり、これまで培ってきた経験や身につけてきたスキル、長所など

は人それぞれです。「担当する業務の役割」ではないからと割り切ってしまうことなく、それぞれの強

みを出し合って、チームとして支え合い、助け合うことによってチームやメンバーの危機を乗り越える

こと、また、チームメンバーが一体となって、人員数を超えた力を発揮し、目標達成していく職場を目

指します。 
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(2) モチベーション 

① チャレンジする風土 

目標を達成していくためには、様々な困難に

向き合わなければなりません。チームメンバー

による様々な創意や工夫、提案も、一方通行

で協力がなければ、モチベーションも徐々に低

下してしまいます。また、新しいことに挑戦して

いくことは、失敗するリスクも同時に発生するこ

とから、不安を感じ、一歩踏み出す勇気が必

要になります。より高い目標へと挑む勇気を後

押しするものは、挑戦に対する職場の理解、協力と評価です。 

大切なことは、業務改善や多摩市の将来へと向けて挑戦と試行錯誤を重ねることで困難な仕事

もやり遂げることにあります。失敗を恐れず、チャレンジする高い意識を職場が評価し、たとえ失敗

しても、チーム一丸となり、全員でより高い目標や問題解決に取り組む姿勢を持つことで、安心して

チャレンジできる職場風土を目指していきます。 

 

 

② 学び合い育ち合う風土 

組織としての成果を高め、より良い市民サービスを提

供していくためには、チームメンバ

ーが互いに学び合うことで、職場

全体としてのチーム力を向上させ

ることが必要です。つまり、チーム

メンバーが学び、育つ職場環境と

していくためには、チームメンバー

が持つ知識や情報を職場で共有し、

有効に活用していかなければなりません。 

また、人事異動が行われるなかでも業務の継続性を

担保し、その質を向上させていくためには、育成の時間や機

会を確保することで、異動となったチームメンバーを職場全

体でサポートする体制が必要です。職員が日常的な業務を行うに当たっては、仕事を通じた成

功、ヒヤリハット、失敗などの様々な経験、自学や研修で得たアイディアといった情報を、意欲的に

吸収することが大切です。そして、インプットした情報をアウトプットし、個人知を組織知として共有し

ていくためには、情報を活かそうとする意欲と、活かせる機会を確保すること、そのような機会を認

める風土を作っていかなければなりません。 

  

Ｉｎｐｕｔ 

（個人知） 

意欲 

機会 

風土 

ヒヤリハット 

自学 研修 

成功体験 

アイディア 

失敗体験 

振り返り ①
共
有
す
る 

②
仕
事
で
活
か
す 

Ｏｕｔｐｕｔ 

（組織知） 
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③ 風通しの良い風土 

風通しの良い職場とは、チームのメンバーがお互いに活発なコミュニケーションをとることで、困難

な仕事であってもチーム一丸となって前向きに取り組むことのできる明るい職場、そして、職員一人

ひとりがチームの一員であるこ

とを実感できる職場のことで

す。 

そうした職場であるために

は、職員一人ひとりの役割を

明確にしつつも、業務遂行の

なかで、しっかりと必要なコミュニケーションを取ることが必要です。チームメンバーがお互いに仲間

の仕事に関心を持つこと、メンバーの動向にも気を配ること、業務の報告・連絡・相談、疑問・質問

や意見交換、業務改善の提案などの業務に関するコミュニケーションや業務外のコミュニケーショ

ンなど、様々なやりとりを行うことでコミュニケーションは活性化していきます。お互いの信頼関係が

しっかり築かれ、「良いことは良い、悪いことは悪い」と言える、「不安に思っている、悩んでいる」と打

ち明けられる、議論し合うことができる、そのような風通しの良い職場風土の実現を目指します。 
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第
５
章 

標準職務遂行能力 
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１ 標準職務遂行能力規定の考え方 

目指すべき人財像と目指すべき職場像の実現のために必要な行動能力及び態度を「標準職務遂行

能力」として規定します。「標準職務遂行能力」は、職員一人ひとりに職務遂行のなかでどのような能力

発揮が求められているのかを明らかにしたスキルマップの役割を果たすものであるとともに、人事評価の

評価項目となるものでもあります。 

人財育成基本方針の基本理念を職員の具体的な行動として落とし込み、これを基準とした人事評価

が行われることで、人財像・職場像の実現のため必要な能力発揮をした職員が評価を受けることになり

ます。その評価を任用、育成、給与などの各人事施策に反映・連携させ、総合的に実施していきます。

このことにより、人財育成基本方針の理念実現に向けて、一貫性のある人事管理と総合的な人財育成

を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「標準職務遂行能力」とは、「標準的な職」の職務を遂行するうえで発揮することが求めら

れる能力として任命権者が定めるものです（地方公務員法第 15 条の 2 第 1 項 5 号によ

る）。 

 

２ 標準的な職 

地方公務員法に基づく「標準的な職」について、任命権者ごとに次のとおり規定します。 

※課長級には統括課長を含み、係長級には統括係長を含みます。 

任命権者 
標準的な職 

主事の職務 主任の職務 係長の職務 課長の職務 部長の職務 

議会事務局 主事 主任 係長 次長 局長 

市長部局 主事 主任 係長 課長 部長 

教育委員会 主事 主任 係長 課長 部長 

監査委員事務局 主事 主任 係長 次長 局長 

選挙管理委員会事務局 主事 主任 係長 局長 ― 

一人ひとりがやりがいを持って、 

チーム多摩市として働く職場 

目指すべき人財像 目指すべき職場像 

高い目標を掲げ、ともに語り合い、 

行動し、達成する職員 

標準職務遂行能力 
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３

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

 
人
財
像
及
び
職
場
像
に
対
応
し
た
そ
れ
ぞ
れ
の
標
準
職
務
遂
行
能
力
を
、
標
準
的
な
職
に
対
し
て
規
定
し
た
も
の
が
以
下
の
表
で
す
。
各
能
力
の
具
体
的
な
行
動
に
つ
い
て
は
、
人

財
像
の
区
分
に
応
じ
て
、
次
頁
以
降
の
表
で
規
定
し
ま
す
。

 
 ※
た
だ
し
、
多
摩
市
人
財
育
成
基
本
方
針
で
規
定
す
る
標
準
職
務
遂
行
能
力
を
基
準
と
し
て
、
任
用
職
種
や
職
場
に
応
じ
た
見
直
し
を
行
っ
た
う
え
で
、
任
命
権
者
が
標
準
職
務
遂

行
能
力
を
別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
ま
す
。

 
 

主
事

級
主

任
級

係
長

級
課

長
級

部
長

級

 チ
ー

ム
目

標
を

理
解

し
合

っ
て

い
る

計
画

力
目

標
設

定
力

ビ
ジ

ョ
ン

構
築

力

 一
人

ひ
と

り
が

役
割

を
認

識
し

、
自

ら
考

え
行

動
し

て
い

る
計

画
遂

行
力

チ
ャ

レ
ン

ジ
す

る
風

土
が

あ
る

支
え

合
い

・
助

け
合

う
体

制
が

で
き

て
い

る

風
通

し
の

良
い

風
土

が
あ

る

学
び

合
い

育
ち

合
う

風
土

が
あ

る

（
３

）
合

意
形

成

（
４

）
危

機
管

理
危

機
処

理
能

力

職
場

像

経
営

感
覚

人
財

像
標

準
職

務
遂

行
能

力

（
２

）
組

織
力

向
上

（
１

）
目

標
達

成

チ
ー

ム
形

成
力

目
標

達
成

力

企
画

力

業
務

遂
行

力

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力

（
５

）
市

民
感

覚

（
５

）
職

業
感

覚

チ
ー

ム
貢

献
力

チ
ー

ム
運

営
力

人
財

育
成

力

危
機

対
応

能
力

市
民

感
覚

職
業

感
覚

危
機

管
理

能
力
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（
１

）
「目

標
達

成
の

役
割

」に
お

け
る

職
場

像
と
標

準
職

務
遂

行
能

力
 

職
 

職
場
像

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

部 長 級  

チ
ー
ム
目
標
を
理
解
し

合
っ
て
い
る

 
ビ
ジ
ョ
ン
構
築
力

 
ビ
ジ
ョ
ン
構
築

 
施
政
方
針
に
基
づ
き
、
中
・
長
期
的
な
組
織
の
方
針
・
ビ
ジ
ョ
ン
を
作
成
し
て
い
る

 

組
織
目
標
決
定

 
組
織
の
方
針
・
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
、
部
の
目
標
を
決
定
し
て
い
る

 

一
人
ひ
と
り
が
役
割
を

認
識
し
、
自
ら
考
え
行
動

し
て
い
る

 

目
標
達
成
力

 
経
営
選
択

 
限
ら
れ
た
経
営
資
源
（
人
員
、
コ
ス
ト
、
時
間
等
）
を
有
効
に
活
用
し
て
、
行
う
べ
き
事
業
を
選
択
し
て
い
る

 

決
断

 
経
営
者
と
し
て
、
目
標
達
成
の
過
程
に
お
け
る
様
々
な
状
況
変
化
に
対
応
し
た
迅
速
か
つ
適
切
な
判
断
を
行
っ
て
い
る

 

課 長 級  

チ
ー
ム
目
標
を
理
解
し

合
っ
て
い
る

 
目
標
設
定
力

 
構
想

 
中
期
的
に
組
織
が
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
あ
る
べ
き
姿
を
描
き
、
共
有
し
て
い
る

 

目
標
設
定

 
部
の
目
標
の
実
現
の
た
め
に
課
題
を
整
理
し
、
達
成
基
準
・
期
限
・
方
策
を
明
確
に
し
た
課
の
目
標
を
作
成
し
て
い
る

 

一
人
ひ
と
り
が
役
割
を

認
識
し
、
自
ら
考
え
行
動

し
て
い
る

 

目
標
達
成
力

 
進
捗
管
理

 
課
の
目
標
達
成
に
向
け
て
進
捗
を
把
握
し
、
必
要
な
対
応
等
の
決
定
を
行
っ
て
い
る

 

判
断

 
目
標
達
成
の
過
程
に
お
け
る
様
々
な
状
況
変
化
に
対
応
し
た
迅
速
か
つ
適
切
な
判
断
を
行
っ
て
い
る

 

係 長 級  

チ
ー
ム
目
標
を
理
解
し

合
っ
て
い
る

 
計
画
力

 

ス
キ
ー
ム
構
築

 
課
の
目
標
達
成
を
含
ん
だ
係
全
体
の
事
業
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
を
行
い
、
係
内
に
提
示
し
て
い
る

 

課
題
発
見
・
解
決

 
的
確
な
現
状
把
握
に
よ
り
、
課
題
を
発
見
し
、
係
内
で
解
決
策
を
ま
と
め
、
解
決
し
て
い
る

 

役
割
分
担

 
係
全
体
の
事
業
を
達
成
す
る
た
め
に
業
務
内
容
を
理
解
し
、
適
切
な
役
割
分
担
を
行
っ
て
い
る

 

一
人
ひ
と
り
が
役
割
を

認
識
し
、
自
ら
考
え
行
動

し
て
い
る

 

計
画
遂
行
力

 
進
捗
管
理

 
計
画
し
た
業
務
の
質
と
進
捗
を
定
期
的
に
把
握
・
評
価
し
、
対
外
的
な
調
整
等
の
必
要
な
対
応
を
取
っ
て
い
る

 

判
断

 
目
標
達
成
・
業
務
遂
行
の
過
程
に
お
け
る
様
々
な
状
況
変
化
に
対
応
し
た
適
切
な
判
断
を
行
っ
て
い
る

 

主 任 級  

チ
ー
ム
目
標
を
理
解
し

合
っ
て
い
る

 
企
画
力

 
企
画

 
業
務
の
目
的
を
踏
ま
え
て
、
根
拠
を
確
認
し
た
う
え
で
、
係
の
計
画
に
基
づ
い
た
業
務
改
善
を
伴
う
企
画
を
立
案
し
、

個
別
具
体
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
、
共
有
し
て
い
る

 

課
題
発
見
・
解
決

 
的
確
な
現
状
把
握
に
よ
り
、
課
題
を
発
見
し
、
解
決
策
を
企
画
、
実
行
す
る
こ
と
で
解
決
し
て
い
る

 

一
人
ひ
と
り
が
役
割
を

認
識
し
、
自
ら
考
え
行
動

し
て
い
る

 

業
務
遂
行
力

 
業
務
遂
行

 
係
内
で
進
捗
を
共
有
し
、
計
画
に
沿
っ
て
状
況
変
化
に
適
切
に
対
応
し
て
正
確
に
業
務
遂
行
し
て
い
る

 

判
断

 
業
務
遂
行
の
際
に
、
各
業
務
の
根
拠
を
確
認
し
、
知
識
や
経
験
を
活
か
し
た
適
切
な
判
断
を
行
っ
て
い
る

 

主 事 級  

チ
ー
ム
目
標
を
理
解
し

合
っ
て
い
る

 
企
画
力

 
企
画

 
業
務
の
目
的
を
踏
ま
え
て
、
根
拠
を
確
認
し
た
う
え
で
、
係
の
計
画
に
基
づ
い
た
企
画
を
立
案
し
、
個
別
具
体
的
な
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
、
共
有
し
て
い
る

 

課
題
発
見
・
解
決

 
課
題
を
発
見
し
、
解
決
策
を
考
え
、
上
司
や
同
僚
に
提
案
す
る
こ
と
で
解
決
に
取
り
組
ん
で
い
る

 

一
人
ひ
と
り
が
役
割
を

認
識
し
、
自
ら
考
え
行
動

し
て
い
る

 

業
務
遂
行
力

 
業
務
遂
行

 
係
内
で
進
捗
を
共
有
し
、
計
画
に
沿
っ
て
正
確
に
業
務
遂
行
し
て
い
る

 

判
断

 
業
務
遂
行
の
際
に
、
各
業
務
の
根
拠
を
確
認
し
、
上
司
や
同
僚
に
相
談
し
な
が
ら
、
適
切
な
判
断
を
行
っ
て
い
る
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（
２

）
「組

織
力

向
上

の
役

割
」に

お
け

る
職

場
像

と
標

準
職

務
遂

行
能

力
①

 

 
職

 
職
場
像

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

部 長 級  

チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
風
土
が

あ
る

 

チ
ー
ム
運
営
力

 

統
率

 
ビ
ジ
ョ
ン
・
組
織
の
方
針
を
示
す
こ
と
を
通
じ
て
、
職
員
の
高
い
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
確
保
し
、
主
体

的
な
取
り
組
み
を
引
き
だ
し
て
い
る

 

支
え
合
い
助
け
合
う
体
制

が
で
き
て
い
る

 
部
下
支
援

 
部
内
で
自
ら
の
考
え
や
意
見
な
ど
を
述
べ
、
積
極
的
に
業
務
知
識
や
経
験
な
ど
ア
ド
バ
イ
ス
を
す
る
こ

と
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
取
り
や
す
い
職
場
作
り
を
し
て
い
る

 

風
通
し
の
良
い
風
土
が
あ

る
 

部
門
管
理

 
職
員
に
対
す
る
各
課
の
管
理
監
督
状
況
に
つ
い
て
把
握
し
、
改
善
の
た
め
の
フ
ォ
ロ
ー
を
行
っ
て
い
る

 

報
告
・
連
絡
・
相
談

 
業
務
の
経
過
や
状
況
等
を
整
理
し
、
職
員
や
関
係
機
関
に
必
要
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
報
告
・
連
絡
・
相
談

を
し
て
い
る

 

学
び
合
い
育
ち
合
う
風
土

が
あ
る

 
人
財
育
成
力

 
自
学
・
情
報
発
信

 

研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
、
事
例
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
収
集
、
自
己
啓
発
等
を
通
じ
て
、
自
ら

の
知
識
向
上
と
能
力
開
発
に
努
め
て
業
務
に
活
か
し
、
そ
の
内
容
を
関
係
職
員
や
部
門
に
発
信
し
て
い

る
 

指
導
・
育
成

 
指
導
や
助
言
を
通
じ
て
課
長
を
育
成
し
、
部
内
の
職
員
の
人
財
育
成
を
支
援
し
て
い
る

 

課 長 級  

チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
風
土
が

あ
る

 

チ
ー
ム
運
営
力

 

統
率

 
中
期
的
に
組
織
が
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
あ
る
べ
き
姿
と
課
の
目
標
を
具
体
的
に
示
す
こ
と
を
通

じ
て
、
職
員
の
高
い
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
確
保
し
、
主
体
的
な
取
り
組
み
を
引
き
だ
し
て
い
る

 

チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援

 
提
案
や
ア
イ
デ
ア
を
積
極
的
に
採
用
し
、「

ト
ラ
イ
ア
ン
ド
エ
ラ
ー
」
を
許
容
す
る
こ
と
で
職
員
の
チ
ャ

レ
ン
ジ
を
可
能
に
す
る
職
場
づ
く
り
を
し
て
い
る

 

支
え
合
い
助
け
合
う
体
制

が
で
き
て
い
る

 
上
司
・
部
下
支
援

 
上
司
の
業
務
を
サ
ポ
ー
ト
し
、
自
ら
の
業
務
知
識
や
経
験
に
基
づ
い
た
部
下
へ
の
支
援
を
し
て
い
る

 

風
通
し
の
良
い
風
土
が
あ

る
 

労
務
管
理

 
職
員
の
勤
務
状
況
を
把
握
し
、
課
全
体
で
相
互
に
協
力
す
る
体
制
づ
く
り
を
し
て
い
る

 

報
告
・
連
絡
・
相
談

 
業
務
の
経
過
や
状
況
等
を
整
理
し
、
職
員
や
関
係
機
関
に
必
要
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
報
告
・
連
絡
・
相
談

を
し
て
い
る

 

学
び
合
い
育
ち
合
う
風
土

が
あ
る

 
人
財
育
成
力

 

自
学
・
情
報
発
信

 

研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
、
事
例
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
収
集
、
自
己
啓
発
等
を
通
じ
て
、
自
ら

の
知
識
向
上
と
能
力
開
発
に
努
め
て
業
務
に
活
か
し
、
そ
の
内
容
を
関
係
職
員
や
部
門
に
発
信
し
て
い

る
 

指
導
・
育
成

 
指
導
や
助
言
、
様
々
な
職
務
経
験
を
積
極
的
に
与
え
る
こ
と
で
、
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
サ
ポ
ー
ト
し
、
課

内
の
職
員
を
育
成
し
て
い
る
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（
２

）
「組

織
力

向
上

の
役

割
」に

お
け

る
職

場
像

と
標

準
職

務
遂

行
能

力
②

 

 
職

 
職
場
像

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

係 長 級  

チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
風
土
が
あ

る
 

チ
ー
ム
形
成
力

 

チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援

 
提
案
や
ア
イ
デ
ア
を
積
極
的
に
採
用
し
、
「
ト
ラ
イ
ア
ン
ド
エ
ラ
ー
」
を
許
容
す
る
こ
と
で
係
員
の
チ
ャ
レ

ン
ジ
を
可
能
に
す
る
職
場
づ
く
り
を
し
て
い
る

 

支
え
合
い
助
け
合
う
体
制
が

で
き
て
い
る

 
上
司
・
部
下
支
援

 
上
司
の
業
務
を
サ
ポ
ー
ト
し
、
自
ら
の
業
務
知
識
や
経
験
に
基
づ
い
た
係
員
へ
の
支
援
を
し
て
い
る

 

風
通
し
の
良
い
風
土
が
あ
る

 

チ
ー
ム
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ

 
係
内
の
職
員
に
積
極
的
に
声
を
か
け
る
こ
と
で
、
職
員
間
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
や
す
い
環
境
を

整
え
、
係
員
の
状
況
把
握
を
行
っ
て
い
る

 

報
告
・
連
絡
・
相
談

 
業
務
の
経
過
や
状
況
等
を
整
理
し
、
職
員
や
関
係
機
関
に
必
要
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
報
告
・
連
絡
・
相
談
を
し

て
い
る

 

学
び
合
い
育
ち
合
う
風
土
が

あ
る

 
人
財
育
成
力

 
自
学
・
情
報
発
信

 
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
、
事
例
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
収
集
、
自
己
啓
発
等
を
通
じ
て
、
自
ら
の
知

識
向
上
と
能
力
開
発
に
努
め
て
業
務
に
活
か
し
、
そ
の
内
容
を
関
係
職
員
や
部
門
に
発
信
し
て
い
る

 

指
導
・
育
成

 
指
導
や
助
言
、
様
々
な
職
務
経
験
を
積
極
的
に
与
え
る
こ
と
で
、
係
員
の
育
成
を
行
っ
て
い
る

 

主 任 級  

支
え
合
い
助
け
合
う
体
制
が

で
き
て
い
る

 

チ
ー
ム
貢
献
力

 

上
司
・
同
僚
支
援

 
上
司
の
業
務
を
サ
ポ
ー
ト
し
、
自
ら
の
業
務
知
識
や
経
験
に
基
づ
い
た
同
僚
へ
の
支
援
を
自
ら
請
け
負
っ
て

い
る

 

風
通
し
の
良
い
風
土
が
あ
る

 

人
間
関
係
構
築

 
職
員
に
自
分
か
ら
挨
拶
す
る
な
ど
の
積
極
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
た
り
、
助
言
や
指
導
を
受
け

た
と
き
に
は
謙
虚
に
受
け
止
め
た
り
す
る
等
、
働
き
や
す
い
雰
囲
気
作
り
に
貢
献
し
て
い
る

 

報
告
・
連
絡
・
相
談

 
業
務
の
経
過
や
状
況
等
を
整
理
し
、
職
員
や
関
係
機
関
に
必
要
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
報
告
・
連
絡
・
相
談
を
し

て
い
る

 

学
び
合
い
育
ち
合
う
風
土
が

あ
る

 
人
財
育
成
力

 
自
学
・
情
報
発
信

 
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
、
事
例
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
収
集
、
自
己
啓
発
等
を
通
じ
て
、
自
ら
の
知

識
向
上
と
能
力
開
発
に
努
め
て
業
務
に
活
か
し
、
そ
の
内
容
を
関
係
職
員
や
部
門
に
発
信
し
て
い
る

 

指
導
・
育
成

 
指
導
や
助
言
を
積
極
的
に
行
う
こ
と
で
、
主
事
を
育
成
し
て
い
る

 

主 事 級  

支
え
合
い
助
け
合
う
体
制
が

で
き
て
い
る

 

チ
ー
ム
貢
献
力

 

同
僚
支
援

 
積
極
的
に
同
僚
へ
の
支
援
を
自
ら
請
け
負
っ
て
い
る

 

風
通
し
の
良
い
風
土
が
あ
る

 

人
間
関
係
構
築

 
職
員
に
自
分
か
ら
挨
拶
す
る
な
ど
の
積
極
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
た
り
、
助
言
や
指
導
を
受
け

た
と
き
に
は
謙
虚
に
受
け
止
め
た
り
す
る
等
、
働
き
や
す
い
雰
囲
気
作
り
に
貢
献
し
て
い
る

 

報
告
・
連
絡
・
相
談

 
業
務
の
経
過
や
状
況
等
を
整
理
し
、
職
員
や
関
係
機
関
に
必
要
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
報
告
・
連
絡
・
相
談
を
し

て
い
る

 

学
び
合
い
育
ち
合
う
風
土
が

あ
る

 
人
財
育
成
力

 
自
学
・
情
報
発
信

 
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
等
へ
の
参
加
、
事
例
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
情
報
収
集
、
自
己
啓
発
等
を
通
じ
て
、
自
ら
の
知

識
向
上
と
能
力
開
発
に
努
め
て
業
務
に
活
か
し
、
そ
の
内
容
を
関
係
職
員
や
部
門
に
発
信
し
て
い
る

 

指
導
・
育
成

 
新
人
職
員
等
に
、
業
務
遂
行
の
た
め
の
指
導
・
助
言
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
る
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（
３

）
「合

意
形

成
の

役
割

」に
お

け
る

標
準

職
務

遂
行

能
力

 

 
職

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

部 長 級  

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

 
合
意
形
成

 
論
理
的
か
つ
説
得
力
に
富
ん
だ
話
を
す
る
と
と
も
に
、
相
手
の
立
場
や
意
見
を
よ
く
理
解
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
な
が
ら
合

意
を
形
成
す
る
こ
と
で
、
ビ
ジ
ョ
ン
や
組
織
目
標
の
実
現
に
つ
な
げ
て
い
る

 

課 長 級  

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

 

関
係
者
把
握

 
当
該
業
務
の
関
係
者
を
把
握
し
て
い
る

 

合
意
形
成

 
論
理
的
か
つ
説
得
力
に
富
ん
だ
話
を
す
る
と
と
も
に
、
相
手
の
立
場
や
意
見
を
よ
く
理
解
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
な
が
ら
合

意
を
形
成
す
る
こ
と
で
、
組
織
目
標
の
実
現
に
つ
な
げ
て
い
る

 

係 長 級  

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
相
手
の
立
場
や
意
見
を
よ
く
理
解
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
る
こ
と
で
、
関
係
者
の
理
解
を
得
て
い
る

 

説
得

 
論
理
的
な
主
張
を
組
み
立
て
、
相
手
に
と
っ
て
分
か
り
や
す
い
資
料
作
成
や
説
得
力
の
あ
る
説
明
を
行
い
、
合
意
形
成
で
き
る
環
境
を
整

え
て
い
る

 

主 任 級  

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
相
手
の
立
場
や
意
見
を
よ
く
理
解
し
て
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
っ
て
い
る

 

説
明

 
過
去
の
業
務
知
識
や
経
験
を
活
か
し
て
、
自
ら
の
業
務
に
つ
い
て
論
理
的
な
主
張
を
組
み
立
て
、
相
手
に
と
っ
て
分
か
り
や
す
い
資
料
作

成
や
説
明
を
行
っ
て
い
る

 

主 事 級  

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
相
手
の
立
場
や
意
見
を
よ
く
理
解
し
て
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
っ
て
い
る

 

説
明

 
周
囲
の
指
導
・
助
言
を
受
け
て
、
自
ら
の
業
務
に
つ
い
て
論
理
的
な
主
張
を
組
み
立
て
、
相
手
に
と
っ
て
分
か
り
や
す
い
資
料
作
成
や
説

明
を
行
っ
て
い
る
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（
４

）
「危

機
管

理
の

役
割

」に
お

け
る

標
準

職
務

遂
行

能
力

 

 
職

 
標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

部 長 級  

危
機
管
理
能
力

 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
業
務
上
発
生
し
う
る
リ
ス
ク
を
多
角
的
に
分
析
し
、
部
下
へ
の
適
切
な
指
示
を
通
じ
て
、
そ
の
軽
減
・
回
避
を
行
っ
て
い
る

 

迅
速
な
決
断

 
事
件
・
事
故
・
災
害
等
の
状
況
に
応
じ
て
、
適
切
な
決
断
を
迅
速
に
行
い
、
対
応
策
を
指
示
し
、
事
態
を
収
束
さ
せ
て
い
る

 

広
報

 
市
民
や
報
道
機
関
等
に
、
適
切
な
手
段
で
必
要
な
情
報
提
供
・
説
明
を
行
っ
て
い
る

 

課 長 級  

危
機
管
理
能
力

 

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
業
務
上
発
生
し
う
る
リ
ス
ク
を
多
角
的
に
分
析
し
、
部
下
へ
の
適
切
な
指
示
を
通
じ
て
、
そ
の
軽
減
・
回
避
を
行
っ
て
い
る

 

迅
速
な
決
断

 
事
件
・
事
故
・
災
害
等
の
状
況
に
応
じ
て
、
適
切
な
決
断
を
迅
速
に
行
い
、
対
応
策
を
指
示
し
、
事
態
を
収
束
さ
せ
て
い
る

 

関
係
部
門
と
の
調
整

 
発
生
し
た
事
件
・
事
故
・
災
害
に
対
し
て
必
要
な
関
係
部
門
と
の
調
整
を
行
っ
て
い
る

 

広
報

 
市
民
や
報
道
機
関
等
に
、
適
切
な
手
段
で
必
要
な
情
報
提
供
・
説
明
を
行
っ
て
い
る

 

係 長 級  

危
機
処
理
能
力

 

リ
ス
ク
分
析
・
回
避

 
業
務
上
発
生
し
う
る
リ
ス
ク
を
多
角
的
に
分
析
し
て
、
そ
の
軽
減
・
回
避
を
行
っ
て
い
る

 

事
件
等
把
握

 
事
件
・
事
故
・
災
害
の
発
生
を
迅
速
か
つ
正
確
に
把
握
し
、
危
機
レ
ベ
ル
の
度
合
い
を
適
切
に
判
断
し
て
い
る

 

対
応
策
の
提
案

 
初
期
対
応
と
報
告
を
迅
速
に
完
了
し
、
事
後
の
対
応
策
に
つ
い
て
上
司
に
提
案
し
て
い
る

 

主 任 級  

危
機
対
応
能
力

 

リ
ス
ク
発
見
・
回
避

 
業
務
上
発
生
し
う
る
リ
ス
ク
を
発
見
し
て
、
対
応
策
を
講
じ
る
等
、
リ
ス
ク
の
軽
減
・
回
避
に
取
り
組
ん
で
い
る

 

事
件
等
確
認

 
事
件
・
事
故
・
災
害
の
発
生
を
正
し
く
認
知
し
、
危
機
レ
ベ
ル
の
度
合
い
を
適
切
に
判
断
し
て
い
る

 

迅
速
な
処
置
と
報
告

 
発
生
し
た
事
件
・
事
故
・
災
害
へ
の
必
要
な
処
置
を
、
適
切
な
優
先
順
位
に
従
っ
て
迅
速
に
行
う
と
同
時
に
、
必
要
な
職
員
や
機
関
に
報

告
を
し
て
い
る

 

主 事 級  

危
機
対
応
能
力

 

リ
ス
ク
発
見
・
回
避

 
業
務
上
発
生
し
う
る
リ
ス
ク
を
発
見
し
て
、
対
応
策
を
事
前
に
考
え
、
上
司
や
同
僚
に
提
案
す
る
こ
と
で
、
リ
ス
ク
の
軽
減
あ
る
い
は
回

避
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

 

事
件
等
確
認

 
事
件
・
事
故
・
災
害
の
発
生
を
正
し
く
認
知
し
、
危
機
レ
ベ
ル
の
度
合
い
を
適
切
に
判
断
し
て
い
る

 

迅
速
な
処
置
と
報
告

 
発
生
し
た
事
件
・
事
故
・
災
害
へ
の
必
要
な
処
置
を
、
迅
速
に
行
う
と
同
時
に
、
必
要
な
職
員
や
機
関
に
報
告
を
し
て
い
る
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（
５

）
「市

民
感

覚
・職

業
感

覚
の

役
割

」に
お

け
る

標
準

職
務

遂
行

能
力

 

 
 

標
準
職
務
遂
行
能
力

 
行
動

 
行
動
例

 

全 職 員 共 通  

市
民
感
覚

 

人
権
意
識

 
市
民
、
関
係
者
や
職
員
等
あ
ら
ゆ
る
人
の
人
権
を
尊
重
し
、
あ
ら
ゆ
る
人
が
安
心
し
て
生
活
し
、
職
員
が
互
い
に
安
心
し
て
働
く
こ
と
の

で
き
る
環
境
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
る

 

協
働
意
識

 
市
民
が
主
権
者
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
市
民
と
の
協
働
に
基
づ
く
行
政
運
営
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
市
民
全
体
の
利
益
の
た
め

に
業
務
遂
行
し
て
い
る

 

ホ
ス
ピ
タ
リ
テ
ィ

 
公
務
遂
行
に
ふ
さ
わ
し
い
服
装
・
身
だ
し
な
み
を
整
え
、
市
民
や
関
係
者
な
ど
の
応
対
に
際
し
て
、
３
Ｓ
（
笑
顔
〔

S
m

ile
〕
、
速
さ
〔

S
p
e
e
d
〕

誠
実
さ
〔

S
in

c
e
ri
ty
〕
）
を
実
践
し
て
い
る

 

職
業
感
覚

 

倫
理
・
服
務

 
守
秘
義
務
、
職
務
専
念
義
務
や
上
司
の
命
令
に
従
う
義
務
を
守
る
な
ど
、
法
令
や
服
務
規
程
を
遵
守
し
、
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
求
め
ら

れ
る
公
平
公
正
な
行
動
を
取
る
こ
と
で
、
住
民
や
職
場
の
期
待
に
応
え
、
信
頼
を
確
保
し
て
い
る

 

責
任
感

 
使
命
感
を
持
っ
て
、
進
ん
で
職
務
に
取
り
組
み
、
最
後
ま
で
や
り
遂
げ
て
い
る

 

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神

 
困
難
や
経
験
の
な
い
こ
と
に
も
果
敢
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
、
取
り
組
ん
で
い
る
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第
６
章 

総合的人事施策 

 

令和 6年度 更新 

第Ⅲ期 

【計画期間】令和 6年度~令和 9年度 
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１ 総合的人事施策 

 

人事施策の最終的な目的は、人事管理を通じて第六次多摩市総合計画をはじめとする市の政策を

実現し、住民福祉を向上させていくことです。任用・配置・育成・評価・給与・働き方といった人事施策を

総合的に構築し、実施することで、基本理念を実現できる職員を育成し、多摩市を政策が実行・実現で

きる“強い組織”にしていきます。 

また、基本理念を実現するために必要な職員の行動（標準職務遂行能力）を評価項目とする人事評

価を実施し、その結果を人事管理の基礎とします。人財像・職場像を実現するために必要な能力発揮

をした職員を評価し、その評価結果を各人事施策に反映・連携させ、総合的に実施していくことで一貫

性のある人事施策を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この総合的人事施策は、各施策の実施状況や社会情勢を踏まえ、計画期間である 4 年ごとに改定

を行います。（第Ⅰ期：平成 28 年～令和元年、第Ⅱ期：令和 2 年～令和 5 年、第Ⅲ期：令和 6 年～

令和 9年） 

 

 

 

  

H28策定 人財育成基本方針

第Ⅰ期 H28～R1 第Ⅱ期 R2～R5 第Ⅲ期 R6～R9 第Ⅳ期  

 

総合的人事施策 

任用 配置 育成 評価 給与 働き方 

目指すべき人財像 

人事評価 

人財像・職場像を実現するために、 

必要な行動発揮をした職員を評価 

評価結果を人事施策に連携し、 

理念実現に向けた一貫性のある人事施策を実施 

 
人財育成基本方針 基本理念 

高い目標を掲げ、ともに語り合い、 

行動し、達成する職員 

一人ひとりがやりがいを持って、 

チーム多摩市として働く職場 

目指すべき職場像 

標準職務遂行能力 

目標達成 組織力向上 合意形成 危機管理 市民感覚 職業感覚 

目指すべき人財像 
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２ 職員構成の状況 

 

人財育成基本方針改定時の平成 27 年度には、いわゆる団塊の世代である 50 歳代の職員が多く、6

割の職員が入庁 20 年以上でしたが、その後、急激な世代交代が行われ 20～30 歳代の職員が大幅に

増加し、半数近くの職員が入庁 10年未満となりました。 

特に、34 歳以下の職員数は、この 10 年間で約 1.6 倍となっています。一方で、中堅職員の採用を行

っていた時期は、不況の影響で採用を控えており、経験の浅い職員が増加している状況です。 
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３ 現状の課題と主な見直し点 

 

第Ⅱ期の実施状況及び現状の課題、働き方改革や定年延長等の社会情勢の変化を踏まえ、第 6

次多摩市総合計画の基本計画の方向性をベースとして第Ⅲ期の新たな人事施策を策定し、取り組ん

でいきます。 

 

 

 

 

各職層において経験の浅い職

員が増えており、基本的な知識

やスキルの低下が見られ、事務

手続き上のミスが増えている。 

職員の 

年齢構成の変化 

・ 事務ミス防止 

 

 

 

 ・ 人財育成 

・職層に応じた研修の実施 

・ベテラン職員の知識・経験を最大限活かした配置 

・管理職や係長級職員のマネジメント力向上に資する研修の実施 

・組織的な OJT 体制の実施 

・個々の新任職員に対応した柔軟な育成体制の構築 

 

少子高齢化の進行や社会構

造の急激な変化により、市の抱

える行政課題が複雑化してい

る。 

業務内容の 

高度化・多様化 

・ 専門性を持った人財の確保 

 

 

 ・ 専門性を高める機会の創出 

 

 

 

 ・  

・現状の行政課題を踏まえた専門人材の任用 

・担当業務に必要な専門性を習得できる研修の機会を確保 

・リスキリング等により獲得した知識・スキルを人員配置に活用し、職員の専門性を高める 

・DX 人財育成計画の策定 

 

少子高齢化に伴う就労人口の

減少等により、人財の確保や

様々な働き方に合わせた制度

等への移行が必要である。 

近年は、中途退職者が増加

し、人材の流動化が進んでい

る。採用試験の受験資格変更

により、様々な経験を持った職

員が入庁する機会が増えてい

る。 

社会情勢等の変化 

・ 多様な働き方の推進 

 

 

 

 ・ 働きやすく、やりがいを感じられる職場づくり 

 

 

 

 

 

  

・ 人財の確保 

・特定事業主行動計画を一本化し、一体的な取り組みを推進 

・多摩市障がい者活躍推進計画の推進 

・職員の主体的なキャリア形成を支援 

→ 自発的な学習や能力開発を支援 / 高めた専門性を人員配置に活用 

・発言、行動しやすい職場づくり 

→ コミュニケーションの活性化 / 職場の課題把握と改善 

・採用 PR 活動の広域化 
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４ 総合的人事施策の体系 

人

事

施

策

施策１.任用

採用
1 採用試験手法や試験のあり方の見直し

2 採用試験におけるＰＲ活動の強化

昇任

3 試験と選考の併用による昇任制度の実施

4 昇任選考への人事評価結果の活用

5 昇任試験実施方法の見直し

施策２.配置

人事異動

6 職員の能力を最大限活かす適正配置

7 役職定年を踏まえたベテラン職員の活躍推進

8 専門性に特化した人財の任用

9 専門職の事務職場への配置

定員管理 10 定員管理計画の推進

施策３.育成

職員研修

11 職員研修計画の推進

12 研修派遣の実施

13 DX人財育成計画の策定・推進

14 専門性向上に対応した育成計画

15 専門研修（各課派遣研修）の実施

16 OJT支援

キャリア支援

17 主体的なキャリア形成への支援

18 自己啓発支援

19 育成情報の庁内共有

施策４.評価

育成評価

20 人財育成基本方針との連携

21 組織目標との連携と目標共有

22 結果公開での「気づき」による人財育成

23 人財情報の管理・共有

評価制度 24 人事評価制度検討委員会での検討

施策５.給与 評価連携 25 人事評価結果の給与連携

施策６.働き方

職場づくり 26 働きやすく、やりがいを感じられる職場環境の構築

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ

27 安全衛生管理計画の推進

28 特定事業主行動計画の推進

29 障がい者活躍推進計画の推進
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施策１ 任用 

 

第１ 採用 

少子高齢化に伴う就労人口の減少等、様々な社会状況の変化に伴う影響が顕在化しています。今ま

でのように一定の人財を確保出来ていた時代から、社会状況の変化に伴い必要な人財を確保出来ない

時代になりつつあります。 

今後さらに複雑化・多様化する行政ニーズに的確に対応し、より良い市民サービスを提供するため、多

様な人財の確保に努めていきます。 

 

No 項目 内容 

1 採用試験手法や試

験のあり方の見直し

【改善・継続】 

 

多摩市の将来を担う優秀な人財を確保するため、多くの多様な人財に多

摩市を受験してもらえるよう、より効果的な試験のあり方や実施方法、スケ

ジュールについて検討し、実施していきます。 

また、さらに、より多様な経験や知識を持った人財確保が可能となるよ

う、経験者採用試験等の実施方法を検討し、実施していきます。 

2 採用試験における 

ＰＲ活動の強化【改

善・継続】 

多様な人財に多摩市を受験してもらうため、まちの魅力や多摩市職員と

して働くやりがいについて、より広く情報発信する手法を検討していきます。

従来から実施している職員採用説明会に加え、近隣大学での説明会や受

験者層や時代に合わせた SNS や動画配信等を用いて、効果的な情報発

信を行っていきます。また、近隣自治体と連携し合同採用説明会などの広

域的な PR活動を検討していきます。 

特に技術職は人財確保が困難な状況であることから、やりがいや働きや

すさなどの職場環境に関する情報発信を積極的に行っていきます。 
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第２ 昇任 

昇任制度については、必要な役職者数を確保することで円滑な世代交代を図りつつ、人事評価結果

の活用を行い、能力及び実績に基づく人事管理を徹底していきます。 

 

No 項目 内容 

3 試験と選考の併用に

よる昇任制度の実

施【継続】 

必要な昇任候補者数の確保と人財育成のため、短期コース（高い能力と

意欲を有した者を早期に選考し、任用・育成していくコース）と、長期選考

コース（経験と人事評価結果による勤務実績を重視した選考により上位職

の適性を有した職員を任用するコース）の２つのコースによる昇任昇格制

度を実施していきます。 

4 昇任選考への人事

評価結果の活用【継

続】 

基本方針に定める標準職務遂行能力を安定して発揮することで業績を

挙げている者を任用していきます。そのため、昇任選考において、複数年

度の人事評価結果を昇任選考に活用します。 

5 昇任試験実施方法

の見直し【改善・継

続】 

上位の職においては、長期的なビジョンを構築し、柔軟な発想と創造力、

実行力を持ってビジョン実現に向けて職務遂行していくことが求められま

す。目標を達成できる自律した職員を任用するため、創造力、実行力など

の職務遂行能力を評価する試験実施方法を検討していきます。 

仕事と仕事以外の生活を両立しつつ、昇任試験を受験できるよう、試験

の実施時期についても検討を行っていきます。 
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施策２ 配置 

 

第１ 人事異動 

広範な行政分野での業務を柔軟に遂行できるゼネラリスト配置を基本としつつ、業務内容の高度化・多

様化に対応した高い知識や技能を持つスペシャリストを配置する複線型配置を導入し、より円滑で効率的

な市政運営と公務能率の増進を図っていきます。 

 

No 項目 内容 

6 職員の能力を最大

限活かす適正配置

【新規】 

職員が自らの志向や適性に合わせて、組織に貢献でき、やりがいを感じ

ながら職務に精励できる環境としていくため、意向調査により適性能力、昇

任希望、希望する行政分野など、職員一人ひとりが考えているキャリアデ

ザインを把握しつつ、人事異動の実施方針や基本的な考え方を職員と共

有し、組織を活性化し、公務能率を上げるための適正配置を実施していき

ます。 

また、政策推進と公務能率の増進を目指し、業務内容の高度化・多様化

に対応するため、リスキリングやスキルアップにより専門性を高めた職員に

ついては、職員の意向を踏まえ、当該専門性を活用できる人員配置を行

っていきます。 

※ リスキリング…新たに必要となる業務に役立つ新しい知識やスキルを

学ぶこと 

7 役職定年を踏まえた

ベテラン職員の活躍

推進【新規】 

社会全体が少子高齢化で若年労働人口が今後ますます減少する中、

質の高い行政サービスを維持していくためには、意欲のある高齢層職員の

能力及び経験の活用をさらに行っていかなければなりません。職員の６０

歳以降の働き方の動向を見通し、組織として求めるベテラン職員の役割を

明確化した上で、職員一人一人の意向に配慮しつつ、これまで積み上げ

てきた知識や経験、能力等を最大限活かして活躍することで組織の力と

し、また、その知識等を後輩職員に継承していけるよう、個々の職員に適し

た配置を行っていきます。 

必要なタイミングで業務に求められる能力や知識を習得し、磨き続けてい

くことができるよう、必要な研修等を計画し、実施していきます。 

8 

 

専門性に特化した人

財の任用【継続】 

内部職員の育成だけではその対応が難しいより高度な行政課題に迅速

に対応していくため、必要とする領域を見極めた上で、専門性を持った人

財を行政の外から必要に応じて任用していきます。 

また、任用した人財のより高度な専門性を、内部職員の育成にも活用し

ていきます。 
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No 項目 内容 

9 専門職の事務職場

への配置【継続】 

技術系職員や医療技術系職員などの専門職（スペシャリスト）の職員に

市職員としての幅広い知識やスキルを習得させるため、関連する事務業

務を経験させるなど、長期的な観点から人財育成を行っていきます。 

 

 

 

ゼネラリスト ・・・・・ 広範な行政知識を有する総合職として様々な部署に配置し、多様な業務経験

を積むことで、幅広い視野により業務を遂行する職員。 

エキスパート ・・・・・ 事務職のなかでも高い専門性を有する職員の専門性を活かすため、専門的職

場で業務遂行する職員。 

スペシャリスト ・・・・・ 一定の資格や専門的知識・経験を有する者として採用を行っている職種で、保

健師、栄養士や土木技術、建築技術などが該当する。 

 

 

第２ 定員管理 

定員管理については、多摩市定員管理計画を策定し、取り組みを進めています。 

最少の経費で最大の効果を挙げるため、適正な職員数を維持していく取り組みを今後も継続しながら、

第六次多摩市総合計画の実現に向けて、実行力ある組織体制を実現していきます。 

 

No 項目 内容 

10 定員管理計画の推

進【改善・継続】 

情勢変化への臨機応変な対応や高度化する行政課題を克服していくた

め、限られた人財を最大限に発揮し、組織の力とする、戦略的な人事マネ

ジメントを進めていきます。 

また、職員数の管理にあたっては、中長期的な視点を持ち、職員の年齢

構成や退職者数等の見通しを踏まえ、状況変化に対応しながら効率的な

人財の配置、適正な職員数の管理を実施していきます。 

 

 

 

 

 

  

ゼネラリスト・エキスパート・スペシャリストとは 
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施策３ 育成 

 

第１ 職員研修 

目指すべき人財像と目指すべき職場像の実現のために必要な行動や態度（標準職務遂行能力）を、

実際の業務遂行の中で行動発揮し、役割を果たしていく職員を育成していくため、「職員研修計画」を毎

年度作成し、研修を計画的に実施していきます。 

職場全体としてチーム力を向上させていくため、学び合い育ち合う職場風土を醸成し、職層や職種、職

務の専門性に応じた必要な知識とスキルが習得できるよう、東京都市町村職員研修所とも連携しながら、

さらなる職員の能力開発に努めていきます。 

 

No 項目 内容 

11 職員研修計画の推

進【改善・継続 

】 

研修計画を毎年度策定し、職層や職種、職務の専門性に応じた必要な

知識とスキルを明確にし、時代の変化や施策の展開に適切に対応し、主

体的に行動できる職員の育成を行っていきます。 

職員や職場のニーズを汲み取りながら、各職層に応じて求められる必要

な知識とスキルを習得できる研修を検討し、実施していきます。 

新任職員の育成については、公務員として必要とされる知識とスキルを

習得できるよう、研修の手法を検討し、社会情勢の変化や個々の新任職

員に対応した柔軟な育成体制を構築していきます。 

また、管理職や係長級職員のマネジメント力向上のため、体系的に学ぶ

ことのできるマネジメント研修を実施するとともに、ニーズを捉えたテーマ型

のマネジメント研修を実施していきます。 

12 派遣研修の実施【継

続】 

時代の変化に対応した高度な行政知識の習得と幅広い視野の獲得、人

的ネットワークの構築を目的として、研修機関への派遣や国、東京都等へ

の研修派遣を実施していきます。 

○自治大学校や市町村アカデミー等の研修機関への派遣 

○国、東京都や民間企業への研修派遣 

○多摩２６市間の職員交流 

○女性活躍を推進するための研修 

13 DX 人財育成計画の

策定・推進【新規】 

DX を主体的に推進することができる人財を育成するため、DX 人財育成

計画を策定します。求められるデジタル人財像を明確化し、計画的にデジ

タル人財の育成を行っていきます。 
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No 項目 内容 

14 専門性向上に対応

した育成計画【変

更】 

高度な専門性を必要とする業務については、専門的な能力を有する職

員を計画的に育成していくことで、行政サービスの質の維持と向上を図っ

ていかなければなりません。そのため、求める専門性のレベルや育成方

法、育成期間を明確にした育成計画を策定することで、計画的かつ効率

的に人財育成を行っていきます。 

○生活保護ケースワーカーの育成計画（Ｈ28 年度策定） 

○保健師人財育成計画（Ｒ2 年度策定） 

〇(仮)図書館職員人財育成計画（策定中） 

15 専門研修（各課派

遣研修）の実施【変

更】 

新たな政策課題や複雑・多様化する行政課題に対応するため、職員が

体系的に必要な知識・技能の習得（リスキリングやスキルアップ）ができる

よう、民間等の研修機関が実施する研修やセミナーを受講できる機会を

確保し、計画的に担当業務に関する専門性を習得できるようにしていきま

す。 

16 OJT 支援【変更】 職員の急激な世代交代により、新任職員育成の担い手が不足している

中で、成長し合える職場を目指し、経験の浅い職員の育成を効果的に行

うため、職場全体で OJT を行います。 

また、多様な経験や知識を持った職員が入庁してくることから、個々の職

員の社会経験に応じて、必要な支援や研修を選択できるようにしていきま

す。 
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第２ キャリア形成支援 

キャリア形成とは、仕事上の「将来なりたい姿」を見据えて、経験やスキルなどを蓄積して自己実現を図っ

ていくプロセスです。自分自身を高めることにつながり、ステップアップを通じて自分の可能性を広げていく

ことができます。 

職員一人ひとりが、自分自身のキャリア形成について主体性を持って取り組み、行動することができるよう、

入庁後の早い段階から考える機会を設けるとともに、組織としてキャリア形成の支援を行っていきます。 

 

No 項目 内容 

17 主体的なキャリア形

成への支援【新規】 

職員の年代や職層に関わらず、主体的な業務遂行や自発的な学習・能

力開発を促し、高度な知識やスキルを備える職員を育成・任用するため

に、人事評価制度の面談等を活用して職員の「気づき」を促し、自らのキャ

リアを考える機会を設け、仕事へのモチベーションや昇任意欲を高めてい

きます。 

また、習得した知識・技能は、職員の意向を踏まえ、当該専門性を活用

できる人員配置を行っていきます。 

18 自己啓発支援【変

更】 

専門的能力の開発に努める職場風土を醸成するとともに、高い専門性を

有する職員を育成し、公務能率を高めていくことを目的とし、公務遂行上

有用と認められる資格や免許を取得した場合、取得に要した経費に対す

る助成を行います。対象とする資格や免許は、必要に応じて拡充を検討し

ていきます。 

また、職員がより自発的に自己啓発に取り組む風土を醸成するため、資

格取得及び通信教育の費用の一部助成等、職員の自発的な学びを支援

していきます。 

19 育成情報の庁内共

有【継続】 

研修・自己啓発・他自治体職員との交流等の人財育成に関する情報を

庁内ホームページで発信することで、庁内全体で育成情報や業務改善の

取り組み等を共有していきます。 
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施策４ 人事評価 

 

第１ 育成評価 

多摩市人財育成基本方針の基本理念を職員の能力と行動として具体化した、標準職務遂行能力を

基準とした人事評価を実施していきます。このことにより、人事評価は、目指すべき人財像及び目指すべ

き職場像の実現にむけた人財育成のための制度です。 

 

No 項目 内容 

20 人財育成基本方針

との連携【継続】 

多摩市人財育成基本方針で規定する「標準職務遂行能力」を人事評価

における評価項目とします。このことにより、職員一人ひとりを多摩市人財

育成基本方針の基本理念実現に向けて正しく動機付けていきます。 

また、人事評価の目的の確認や評価基準の認識合わせ等を行うため、

定期的に研修を実施していきます。 

21 組織目標との連携と

目標共有【継続】 

多摩市の人事評価は、職員一人ひとりが目標を設定し、その達成度を評

価する目標管理型人事評価制度としています。組織の目標達成に向けて

職場がチームとして一丸となって取り組んでいく職場風土を醸成するため、

人事評価の目標設定にあたっては、組織目標のみではなく、一人ひとりの

目標内容について職場内で共有を行っていきます。 

22 結果公開での「気づ

き」による人財育成

【継続】 

人財育成においては、職員が自ら能力開発を行おうとする意欲を持つこ

とが重要です。そのためには、自身が何を学習すべきなのかに対する「気

づき」が重要になります。評価結果を被評価者に対して公開することで、職

員の「気づき」を促し、効果的な人財育成を行っていきます。 

23 人財情報の管理・共

有【継続】 

人事評価の効率的な実施と人財育成の推進を目的として導入している

人財育成マネジメントシステムを活用することで、職員の基本情報や昇任

歴・異動歴、目標設定履歴や評価履歴、研修受講歴などの経年的な情

報について、職員、所属長、人事担当課の三者で共有を行います。このこ

とにより、組織として継続的な人財育成を行っていきます。 
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第２ 評価制度 

人事評価については、今後の多摩市の人事管理の基礎となる制度であることから、引き続き公平性・

公正性を確保し、納得性の高い制度として運用されるよう努めていきます。 

 

No 項目 内容 

24 

 

人事評価制度検討

委員会での検討 

【継続】 

人事評価制度については、今後の多摩市の人事管理の基礎となる制

度であることから、人事管理における重要な制度として、多摩市人事評価

制度検討委員会において継続的に実施状況や運用状況を検証するととも

に、人事評価の補完機能など、制度の見直しの必要性について検討して

いきます。 

 

  



49 

 

施策５ 給与 

 

第１ 評価連携 

職員の給与については、これまで東京都職員給料表への移行など、適切な給与制度とするための取

り組みを行ってきました。また、職員の日々の行動発揮と成果に報いることでモチベーションの向上を図

り、公務能率を増進し人財育成を推進することを目的とし、人事評価結果の勤勉手当、昇給への反映

を行っています。 

 

No 項目 内容 

25 人事評価結果の給

与連携【継続】 

人事評価制度と給与制度との連携により、多摩市人財育成基本方針の

基本理念実現のため、標準職務遂行能力について十分な行動発揮と成

果を挙げた職員に報いる給与制度とします。 

また、拠出率や上位分布率の妥当性について、検証を行っていきます。 
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施策６ 働き方 

 

第１ 職場づくり 

多摩市人財育成基本方針の基本理念である目指すべき職場像の実現にむけて、風通しの良い

職場風土を醸成していきます。職場の中でのコミュニケーションを活性化させ、職員一人ひと

りが発言・行動しやすい職場づくりを行い、職員の働きがいや意欲向上につなげていきます。 

 

No 項目 内容 

26 働きやすく、やりがい

を感じられる職場環

境の構築【新規】 

働きやすい職場とは、全ての職員が置かれている環境やライフステー

ジに関わらず、自身の能力を最大限発揮し、組織の力としていくことがで

きる職場です。働きやすい職場であり、職員一人ひとりがやりがいを感じら

れる職場としていくため、働き方や職場環境のあり方を検討していきま

す。また、職員の意識向上と組織全体の意識醸成のため、職員の意識

調査アンケートや目安箱の設置等を行い、その結果から組織の課題等

を把握し、制度改善に活かしていきます。 
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第 2 ワーク・ライフ・バランス 

職員一人ひとりが意欲的に安心して職務遂行していくことのできる、活力ある職場環境としていくために

は、職員が心身の健康を保つための取り組みを行っていかなければなりません。また、すべての職員が仕

事と生活のバランスを取り、生き生きと働くことのできる職場環境としていくための計画を策定し、着実に実

施していきます。さらに、人口減少や少子高齢化、新型感染症の流行など、社会状況が大きく変化し、職

員の仕事や生活のあり方に関する価値観も多様化してきていることから、「多様な働き方」の幅を今以上

に広げていくため、様々な観点から検討を進めていきます。 

 

No 項目 内容 

27 安全衛生管理計画

の推進【継続】 

職員一人ひとりが安全に健康な状態で職務に精励する、活力のある

職場環境づくりをしていくため、ハラスメント防止対策及びメンタルヘルス

ケア対策、産業医・保健師等による健康相談、超過勤務縮減対策など

を実施していきます。このような取り組み内容については、多摩市安全衛

生管理計画を毎年度策定、実施し、その充実を図ることで、職員の心身

の健康を保持、増進していきます。 

28 特定事業主行動計

画の推進【変更】 

性別や役職、年齢、子育てや介護をしているか否かに関わらず、とも

に働く職場の仲間としてお互いに助け合い支えあっていく環境を整備し、

多摩市が、全ての職員にとっていきいきと働き、かつ仕事以外の生活も

充実できる職場となることを目指し取り組みを行っていきます。 

「次世代育成支援対策推進法」に基づく「多摩市次世代育成支援特

定事業主行動計画」と、「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」に基づく「多摩市女性活躍推進支援特定事業主行動計画」の二

本立てとしてきましたが、令和 8 年度より計画を一本化し、より一体的に

取り組みを進めていきます。 

29 障がい者活躍推進

計画の推進【継続】 

障がいを有する職員であっても、各職場でその能力を十分に発揮でき

るよう、全庁横断的な受入体制の整備及び理解促進等に関する取り組

みを不断に進めていくため、多摩市障がい者活躍推進計画に基づき、取

り組みを推進していきます。 
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第
７
章 

実施計画 

令和６年度 更新 

第Ⅲ期 

【計画期間】令和６年度~令和９年度 
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１ 実施計画 

総合的人事施策（基本方針第６章）の各施策について、令和 6年度から令和 9年度までの 4年間に

おける年度別の実施計画を次のとおりとし、計画的に取り組んでいきます。 

施策 内容 方針 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 

任
用 

1 採用試験手法や試験のあり方の見直し 改善 実施 → → → 

2 採用試験におけるＰＲ活動の強化 改善 検討 実施 → → 

3 試験と選考の併用による昇任制度の実施 継続 実施 → → → 

4 昇任選考への人事評価結果の活用 継続 実施 → → → 

5 昇任試験実施方法の見直し 改善 検討 実施 → → 

配
置 

6 職員の能力を最大限活かす適正配置 新規 検討 検討 実施 → 

7 役職定年を踏まえたベテラン職員の活躍推進 新規 実施 → → → 

8 専門性に特化した人財の任用 継続 実施 → → → 

9 専門職の事務職場への配置 継続 実施 → → → 

10 定員管理計画の推進 継続 実施 → → → 

育
成 

11 職員研修計画の推進 改善 実施 → → → 

12 研修派遣の実施 継続 実施 → → → 

13 DX 人財育成計画の策定・推進 新規 策定 → → → 

14 専門性向上に対応した育成計画 継続 実施 → → → 

15 専門研修（各課派遣研修）の実施 変更 実施 → → → 

16 OJT 支援 変更 実施 → → → 

17 主体的なキャリア形成への支援 新規 検討 実施 → → 

18 自己啓発支援 変更 実施 → → → 

19 育成情報の庁内共有 継続 実施 → → → 

評
価 

20 人財育成基本方針との連携 継続 実施 → → → 

21 組織目標との連携と目標共有 継続 実施 → → → 

22 結果公開での「気づき」による人財育成 継続 実施 → → → 

23 人財情報の管理・共有 継続 実施 → → → 

24 人事評価制度検討委員会での検討 継続 実施 → → → 

給
与 

25 人事評価結果の給与連携 継続 実施 → → → 

働
き
方 

26 働きやすく、やりがいを感じられる職場環境の構築 新規 検討 実施 → → 

27 安全衛生管理計画の推進 継続 実施 → → → 

28 特定事業主行動計画の推進 変更 検討 策定 実施 → 

29 障がい者活躍推進計画の推進 継続 実施 → → → 
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２ 進捗管理 

各施策における取り組み状況については、毎年度、職員アンケート等を実施して、取り組み状況を評

価し、必要な改善を行うことで、その後の計画立案に反映していきます。このような Plan（計画）→ Do

（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによって、継続的な改善を行っていき

ます。 

また、年度ごとの取り組み結果については、職員に対して通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施計画の改定 

多摩市人財育成基本方針については、今後、各施策の実施状況や社会情勢等の変化を踏まえて実

施計画の改定を行います。基本方針の実施状況を毎年度評価しながら、令和 6年度より 4 年を目途

として、令和 9年度末までに見直しと決定を行い、令和 10年度より新たな実施計画をスタートさせま

す。 

  

Plan 

Do Check 

Act 

評価 実行 

計画 改善 

各施策・事業の評価に

基づく改善 

人財育成基本方針と毎

年度の評価結果・改善事

項を踏まえた計画立案 

各施策・事業の適切な

実行 

各施策・事業の実施状

況の確認と評価 

Ｒ7 年度 

Ｒ8 年度 

Ｒ6 年度 

Ｒ9 年度 

D

o 

Ｐ 

 C 

A 
D

o 

Ｐ 

 C 

A 
D

o 

Ｐ 

 C 

A 

Ｐ 

D

o 

C 

A 
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令和６年度 更新 
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１ 改定体制 

(1) 改定の取り組み概要 

多摩市人財育成基本方針の改定にあたり、要綱により多摩市人財育成基本方針改定委員会

（以下「委員会」という。）を設置するとともに、その下部組織として人事課長及び公募職員１４名に

よる多摩市職員人財育成基本方針改定ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）を設

置しました。 

ワーキングチームメンバーは課長、係長、主任、主事と様々な職務、年代は 20代から 50 代ま

での幅広い年齢の職員での構成となりました。ワーキングチームの検討にあたっては、Ａ班とＢ班の

２つの班に分かれて、Ａ班は、「目指すべき人財像」（第 3 章）の検討を行い、Ｂ班は、「目指すべ

き職場像」（第４章）の検討を行いました。検討状況は随時、庁内ホームページで公開しました。ま

た、ワーキングチームにより、改定案概要に関する職員説明会や全職員を対象とした職員アンケ

ートを実施し、職員の意見を確認、反映した多摩市人財育成基本方針の改定原案を作成し、委

員会に報告しました。 

委員会では、ワーキングチームからの報告に基づき改定内容について議論を重ね、原案を決定

しました。 

 

(2) 多摩市人財育成基本方針改定委員会設置要綱 

平成 27 年４月 28 日多摩市告示第 302 号 

多摩市人財育成基本方針改定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 多摩市人財育成基本方針を改定するため、多摩市人財育成基本方針改定委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 多摩市人財育成基本方針（以下「基本方針」という。）の改定に関すること。 

(２) その他基本方針の改定について必要と認める事項 

（構成） 

第３条 委員会は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもって構成する。 

(１) 議会事務局長 

(２) 企画政策部長 

(３) 総務部長 

(４) 健康福祉部長 

(５) 教育部長 

(６) 職員団体の推薦する職員 ２人以内 

（委員長及び副委員長） 
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第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は総務部長をもって充て、副委員長は教育部長をもって充てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集する。 

２ 委員長は、必要に応じ委員以外の者を委員会に出席させることができる。 

（ワーキングチーム） 

第６条 委員会の下部組織として、多摩市職員人財育成基本方針改定ワーキングチーム（以下

「ワーキングチーム」という。）を設置する。 

２ ワーキングチームは、総務部人事課長（以下「人事課長」という。）及び副参事、主査又は主事

の職層にある者（以下「メンバー」という。）14 人以内をもって構成する。 

３ ワーキングチームは、課題、問題点等を抽出し、意見集約を行い、基本方針の改定原案を作

成し、委員会に報告する。 

４ ワーキングチームにリーダー及びサブリーダーを置き、リーダーは人事課長をもって充て、サブリ

ーダーはメンバーの互選により定める。 

５ リーダーは、ワーキングチームを代表し、会務を総理する。 

６ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーに事故あるとき又はリーダーが欠けたときは、その

職務を代理する。 

７ ワーキングチームは、リーダーが招集する。 

（庶務） 

第７条 委員会及びワーキングチームの庶務は、総務部人事課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、公示の日から施行する。 

２ この要綱は、平成 28年３月 31 日限り、その効力を失う。 
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(3) 多摩市人財育成基本方針改定委員会関係職員名簿 

① 多摩市人財育成基本方針改定委員会委員 

役職名 職務名 氏名 備考 

委員長 総務部長 中村 元幸  

副委員長 教育部長 福田 美香  

委員 議会事務局長 吉井 和弘  

委員 企画政策部長 飯髙 のゆり  

委員 健康福祉部長 荒井 康弘  

委員 職員団体の推薦する職員 杉山 康治  

委員 職員団体の推薦する職員 渡辺 実 平成 27 年 10月 14 日まで 

委員 職員団体の推薦する職員 井口 貢 平成 27 年 10月 15 日から 

② 多摩市人財育成基本方針改定ワーキングチームメンバー 

役職名 所属 氏名 班 

リーダー 総務部人事課長 梅田 幸男 － 

サブリーダー 企画政策部施設保全担当課長 野﨑 順正 ＊ 

Ａ班 

メンバー 健康福祉部福祉総務課福祉総務担当主査 中村 里子 ＊＊ 

メンバー 
くらしと文化部市民活動支援課主任（兼）ＴＡＭＡ女性

センター主任 
白尾 由起子 

メンバー 子ども青少年部子育て支援課主任 五味 友彦 

メンバー 市民経済部課税課 田中 宜久 

メンバー 健康福祉部保険年金課 辻 ゆかり 

メンバー 都市整備部道路交通課 芦澤 和也 

サブリーダー 会計管理者（兼）会計課長 池田 みかほ＊ 

Ｂ班 

メンバー 市民経済部課税課家屋償却資産係長 岩本 俊行 ＊＊ 

メンバー くらしと文化部市民活動支援課コミュニティ担当主査 藤木 浩 

メンバー 総務部人事課主任 五味田 福子 

メンバー 健康福祉部福祉総務課 上野 昂志 

メンバー 環境部公園緑地課 齋郷 亮祐 

メンバー 教育部教育振興課 曽山 のぞみ 

＊印は班長、＊＊印は副班長 

③ 事務局 

所属 氏名 所属 氏名 

総務部人事課 小泉 瑞穂 総務部人事課 佐藤 麻由美 

総務部人事課 目黒 広和 
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(4) 検討経過   

現状分析や理想像について検討、ワーキングチーム全体会では

検討内容共有と職員説明会の実施について議論 

Ａ班 
委員会 

ワーキングチーム 

Ｂ班 

第１回委員会・ワーキングチーム合同会議 Ｈ27.5.28 

第１回ワーキング全体会 

第１回 第１回

Ｂ班 
第２回 

第３回 

第 4 回 

第 2 回ワーキング全体会 

第 5 回 

第 6 回 

第 7 回 

第８回 

第 9 回 

第 10

回 
第 11

回 10

９月 

8 月 

7 月 

6 月 

第 3 回ワーキング全体会 

第２回 

第３回 

第 4 回 

第 5 回 

第 6 回 

第 2 回 

第 7 回 

第８回 

第 9 回 

第 10

回 

第 11

回 

 

キックオフ合同会議での市長講話 

職場や人財育成に関する現状の問題や課題について検討 

ワーキングの検討状況を委

員会に報告し、委員会から

の助言を受けて検討を継続 

人財像・職場像の詳細内

容について精力的に議論 

ワーキングチーム全体会で職

員説明会実施内容・職員ア

ンケート内容について決定 

第 12

回 
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第 3 回 

Ｂ

班 

Ａ

班 

ワーキングチーム 委員会 

1 月 

第 3 回委員会では、人財

像・職場像及び総合的人

事施策について議論 

職員説明会 

人財育成基本改定案概要説明会を開催し、１３６名の職員が参

加、ワーキングチームメンバーが改定案概要について説明 

職員説明会と庁内ホームページで改定案概要の公開を

行ったうえで全職員対象のアンケートを実施 

アンケート結果を分析し、

改定原案に反映 

第 4 回 

第５回委員会では、改定原案を決定 第 5 回 

第４回委員会では、改定原

案について議論 

12

11

第 13 回 

アンケート 

第 12 回 

 

第 14

回 

第 13 回 

 

２月 

第４回ワーキング全体会 


